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国立大学法人東京農工大学の中期計画 

 

平成16年6月3日 文部科学大臣認可 

変更認可：平成17年3月31日、平成18年3月31日、 

     平成19年3月30日、平成20年3月31日 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１ 教育研究全般の質の向上に関する基本目標を達成するための措置 

○ 研究部と教育部・学部の有機的連携を深め、研究部における先端的・学際的な研究成果を生かした高度

な専門教育を推進する。 

○ 平成１８年度までに全学の教育活動の企画・調整・評価及びアドミッション・ポリシー等を推進するた

め、大学教育センターの機能を充実する。 

○ 学外研究機関等との連携・共同を推進し、大学院における教育研究の新分野への積極的な展開を図る。 

○ 連合農学研究科設置校として教育研究を推進するとともに、その連合の在り方について積極的に検討す

る。社会的ニーズに対応して、学生定員の拡充を図る。 

○ 獣医学科にあっては獣医学教育の充実を図り、岐阜大学大学院連合獣医学研究科の在り方について積極

的に検討する。 

○ 次世代に期待される先端的産業分野において不可欠な技術経営学と技術リスク学の両面を総合的かつ

実践的に教育し、もって双方の知見を融合的に併せ持った高度専門職業人養成のため、平成１７年度から

専門職大学院の導入を図る。 

○ キャンパス・アメニティの総合整備計画を作成し、順次実施を図る。 

○ 教育研究環境における安全対策を進めるとともに、安全管理教育を計画的に実施する。 

○ その他、教育研究体制や制度を絶えず見直し、改善に向けた十分な検討の上、速やかに実行に移す。 

 

２ 教育に関する目標を達成するための措置   

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 

教育の成果を高めるため、全学的に教育部及び学部のカリキュラムの見直しを進め、平成１８年度か

ら教育部・学部整合カリキュラムを導入する。 

（学士課程） 

○ 教養教育の成果に関する具体的目標の設定 

・ 多様な入学生に対応した導入教育を実施する他、農工融合科目群を平成１８年度から導入する。 

・ 社会とのインターフェースとしての教養及び基礎知識、能力の涵養を図るため、技術系大学固有の教

養教育を充実させる。 

○ 専門教育の成果に関する具体的目標の設定 

・ 専門知識の体系的把握を促進するために、現行科目内容の見直し及び改善、専門教育体系の検討を実

施し、平成１８年度から農工融合科目群を含む新カリキュラムを実施する。 

○ 卒業後の進路等に関する具体的目標の設定 

・ 幅広い進路の選択が可能なように、専門知識及び能力を身に着けさせる。 

・ 大学院進学率の向上に合わせ、平成１８年度から教育部・学部間の整合教育を実施する。 

○ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 
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・ 学生及び教員による授業評価、教育環境の調査、卒業後の進路状況、卒業生及び受入れ企 

業・機関からの意見聴取等によって、教育効果の恒常的な評価を実施する。 

（大学院課程） 

○ 大学院課程の成果に関する具体的目標の設定 

・ 確かな専門能力の育成のため、学部教育との整合性を持った大学院修士課程または博士前期課程のカ

リキュラムを体系的に整備し、平成１８年度から整合教育カリキュラムを実施する。 

・ 国際性、学際性を身に着けさせるための、e-ラーニング・遠隔授業システムの整備、他大学院との単

位互換等を進める。 

・ 科学技術の高度化、学際化、情報化、国際化に対応できる修士課程、博士前期・後期課程のカリキュ

ラムを体系的に整備した新カリキュラムを平成１８年度から導入し、シラバスを策定する。 

○ 修了後の進路等に関する具体的目標の設定 

・ 専門知識と専門技術を生かすことができる幅広い分野への一層の進出を図るために、技術経営（MOT）、

知的財産関係の専門的知識技術、技術・経営リスク管理の教育を通じ、新事業に挑戦する意思と技術・

経営リスク管理に関する能力を持った人材の育成を目指す。 

○ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 

・ 学生及び教員による授業評価、教育環境の調査、修士・博士の学位取得状況、修了後の進路状況、修

了生及び受入れ企業等からの意見聴取等によって、教育効果について恒常的な評価を実施する。 

 

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

（学士課程） 

○ アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

・ 大学入試センター試験の利用教科・科目、傾斜配点や個別入試の出題科目及び入学試験ごとの募集人

員の配分等を含む学力検査方法全般の研究を推進する。 

・ 受験者の多様化に対応し、AO 入試も視野に入れ、入学者受入れ方策を充実する。 

・ 多様な手段を利用して、アドミッション・ポリシーの周知・広報の充実を図る。 

○ 教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

・ 農学、工学及び融合領域分野の教育に必要な基礎・専門科目の体系的カリキュラムを平成１８年度か

ら導入する。 

・ 教養教育と専門教育のくさび形編成をより徹底し、教育効果を高める。 

・  CAP 制の徹底化、リテラシー教育の改善、インターンシップ制度の拡充を図るとともに、JABEE 等の

認定への対応に配慮したカリキュラム・デザインを進め、JABEE 等の認定の申請学科（コース）の着実

な増加を図る。 

○ 授業形態、学習指導法等に関する具体的方策 

・ 少人数、対話型、学生参加型の授業形態の充実を図るとともに、体験型教材等を利用した授業を導入

し教育効果を高める。 

・ 自習教材の充実及び情報技術の活用により、学生の時間外学習の支援の強化を図る。 

・  TA の配置を積極的に促進し、教育効果を高める。 

○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

・ GPA 制度の下で成績評価方法を明示し一貫性及び厳格性を持った成績判定を行うとともに、平成１８

年度から成績評価法のシラバスによる開示を実施する。 
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 ・ 各種検定試験(TOEFL､TOEIC等)認定科目群を平成１８年度から設置する。 

 ・ 派遣学生が海外の姉妹校等で取得した単位や、海外でのインターンシップ等による学生の活動に対し

て、単位として認定する方向で検討する。 

（大学院課程） 

○ アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

・ 社会人、留学生等多様な入学者の受入れ方策を充実する。 

○ 教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

・ 各分野における高度な専門知識を習得させ、国際化に対応できる高度専門職業人として必要な能力を

養成するカリキュラムを平成１８年度から導入する。 

・ 技術経営研究科（専門職学位課程）の開講科目を他の大学院課程でも学習できるようにする。 

・ 社会要請にこたえ社会人教育や起業家養成等に必要なカリキュラムを編成する。 

○ 授業形態、学習指導法等に関する具体的方策 

・ 設備の充実や教員配置を工夫して、授業クラスの規模の適正化を図る。 

・ 大学院オリエンテーションを充実し、入学者の個性に応じたきめ細かい導入教育及び履修計画の作成

指導を行う。 

・ 短期留学生プログラム（STEP）の積極的活用を図り、国際的なコミュニケーション能力を向上させる

とともに、プレゼンテーション能力を育成するため、英語による授業を拡充する。 

○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

・ 到達目標と成績評価法のシラバスによる開示を平成１８年度から実施する。 

・ 派遣学生が海外の姉妹校等で取得した単位や、海外でのインターンシップ等による学生の活動に対し

て、単位として認定する方向で検討する。 

 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

○ 適切な組織の整備及び教職員の配置等に関する具体的方策 

・ 教育部・学部における教育の充実のため、全学出動体制を拡充し、平成１８年度から新カリキュラム

に適応した体制を再構築する。 

・ 社会の動向や学問の発展を先取りし、大学院の専攻の拡充・増設等を行う。それに伴い、学部及び大

学院の入学定員を見直す。 

・ 技術経営研究科（専門職学位課程）と連携して、リスク管理教育カリキュラムを編成する。そのため、

学外から実務経験を有する専門家を採用することなどにより教員組織を充実させる。 

・ 教職課程を維持し、引続き必要な教員を配置する。 

・ 事務職員の専門能力向上やティーチングアシスタント（TA）の適切な配置等により教育活動の支援を

充実する。 

○ 教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策 

・ 教育内容に対応した講義室等を整備するとともに、学生の自発的な学習活動を補助するための施設・

設備を整備する。 

・ 学内諸施設を活用し、学生の起業を支援するためのスペースを確保する。 

・ 総合情報プラザの一環としてのデジタルキャンパス化計画により、ネットワークを利用した学生サー

ビス支援（履修情報の取得など）及び学習支援（学習情報の取得など）を目的とする教育環境を整備す

る。 
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○ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策 

・ 教育活動に関する評価・解析結果に基づき、教育課程の改編や、各教員の教育方法の改善を図る。 

○ 教材、学習指導法等に関する研究開発及びFDに関する具体的方策 

・ 教育改善のため、公開授業、講義方法の研修・検討会等を拡充する。 

○ 全国共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策 

・ 単位互換協定に基づき大学間の共同教育を拡充する。 

・ 全国の複数の大学との遠隔授業による共同教育を充実する。 

・ 教育部間、学部間、専攻間、学科間の共同教育を推進する。 

 

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

○ 府中・小金井の両キャンパスに「学生センター」を設置し、学生への学習面、健康面、生活・経済面、

就職面における支援を強化する。 

学習面の支援 

・ 授業時間外の自主学習等の学習を支援する計画を検討し、実施する。 

・ チューター制度等の導入を検討し、実施する。 

・ 学生間支援（ピア・サポート）制度の確立を目指す。 

・ 毎週１時間の教員のオフィスアワ－を設け、学習相談窓口とする。 

 健康面の支援 

 ・ 健康管理と健康増進を図るため保健管理センターの機能を充実し、健康管理体制の一層の充実を図る。 

 生活・経済面の支援 
・ 入学料･授業料免除や奨学援助制度を見直し、独自奨学金制度を検討する。 

・ 学内外のアルバイト紹介システムを充実する。 

・ キャンパス・アメニティの一層の充実を図る。 

 ・ 学生の福利厚生施設を改修整備するとともに、効率的運営体制を確立する。 

 ・ 課外活動、ボランティア活動の活性化を図るための方策を検討し、実施する。 

 就職面の支援 

・ 進路・就職相談、キャリアアップのための支援窓口等を充実して、留学生、社会人を含む学生の幅広
いキャリアサポートを実施する。 

・ 各業種別に企業を集め、企業説明会を実施する。 

・ 就職支援システムを構築し、平成１９年度から運用を開始する。 

 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

○ 目指すべき研究の方向性 

・ 農学、工学及びその融合領域において持続発展可能な社会を支える科学技術の進展を目指す。 

・ 教員の自由な発想に基づく独創的な研究を推進する。 

○ 大学として重点的に取り組む領域 

・ 持続発展可能な社会を実現するために、長期的視野に立脚した課題、萌芽的な課題に取り組むほかに、

社会的要請や公共性の強い課題、緊急性を要する課題にも機動的に取り組む。 

・ 農学と工学並びに融合領域を機軸として俯瞰的な視野から総合的な科学技術の研究に取り組む。特に、

ナノ未来科学、生存科学、生命農学、環境資源共生科学、動物生命科学、生命機能科学、先端生物シス

テム学、物質機能科学、システム情報科学、論理表現科学の領域に重点的に取り組む。                       



5 

○ 成果の社会への還元に関する具体的方策 

・ 研究成果を広く社会に還元するために、印刷物やWeb等を通して平成１８年度から研究成果を公表す

る。 

・ 産学連携及び国・地方自治体等との連携を拡大する。 

・ 新産業の創出に貢献するために、新技術の創出、権利化、技術移転、起業支援等を拡大する。 

・ 研究成果に立脚して、国・地方自治体の政策立案に積極的に参画する。 

・ 機関及び研究者個人に対して倫理規定を整備し、徹底する。 

○ 研究の水準・成果の検証に関する具体的方策 等 

・ 研究領域に応じて適切で多様な研究評価尺度を設定し、自己点検評価に用いる。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

○ 適切な研究者等の配置に関する具体的方策 

・ 基本的な研究分野に配慮しつつ、新規分野・重要性を要する課題に対応するために研究部 

門・研究拠点の枠を超えた研究実施体制を整備し、平成１８年度から研究部門・研究拠点の枠を超えた

研究を実施する。 

・ 研究部門・研究拠点間での研究者の交流を推進し、必要に応じて配置換えを行う。 

・ 研究者の採用に際しては、国内外の大学・研究所等への募集の周知を図り、国際化、男女共同参画を

考慮して、外国人や女性研究者の採用も十分に検討し、その選考結果を公表する。 

・ 若手研究者の流動性を高めるために、必要に応じて任期制の適用を拡大する。 

・ 外部資金等を活用して若手研究者を雇用し、大学及び研究部の指向するプロジェクトを推進する。 

・ 研究支援者の配置については、支援が効率的に行われるように事務職員等を配置するほか、各種の人

材配置制度を積極的に活用するとともに弾力的に運用し、支援を充実する。 

○ 研究資金の配分システムに関する具体的方策 

・ 中長期的研究や基礎的研究に配慮しつつ、標準的な研究基盤経費は経常的に配分し、そのほかは評価

に基づいて平成１８年度から重点的な経費を配分する。 

・ 大学及び研究部として取り組むべき課題に対し、研究資金を配分する。 

○ 研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策 

・ 安全かつ効率よく研究を推進していくために、各部局等の施設・設備を見直し、計画的に整備する。 

・ 学内の諸教育研究センター等の施設・設備の充実を図り、計画的に整備する。また、これら施設・設

備の効率的運用体制を整備する。 

・ 持続可能な社会を実現するために、生物資源教育研究センター（仮称）、デジタルデザイン開発セン

ター（Ｄ３センター）（仮称）を設置する。 

・ 大学や研究部が重点的に取り組む研究を実施するために、共用スペースを有効活用するための規則等

を整備する。 

・ 「産官学連携・知的財産センター」の小金井キャンパスでの施設の拡充を図るとともにサテライト施

設及び組織を府中キャンパスに置く。 

○ 知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策 

・ 職務発明は、原則として東京農工大学に帰属することとし、その旨を関係の規則上に規定する。 

・ 産官学連携・知的財産センターを中核に、農工大ティー・エル・オー株式会社を活用し、ベンチャー

指向の強いプロジェクト研究や産官学連携による研究の促進、特許出願・技術移転支援等を積極的・戦
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略的に行うとともに、特許出願、審査請求、維持のために適切な予算措置を講じる。また、担当職員を

外部人材の活用の他、内部での計画的養成により充実する。 

・ 平成１７年度までに利益相反ポリシーの策定、利益相反アドバイザーの起用、利益相反委員会の設置

により、アセスメント体制を整備充実する。 

○ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策 

・ 平成１７年度から研究者個人の研究業績・実績をWeb等で公表する。 

・ 平成１７年度から一定期間ごとに自己点検評価及び外部評価を実施して、その評価結果を公表する。 

・ 自己評価・外部評価の評価結果に基づいて研究体制を見直し、質を向上する。 

○ 全国共同研究、学内共同研究等に関する具体的方策 

・ 大学の枠を超えた全国共同研究、研究部門の枠を超えたプロジェクト形式の学内共同研究を奨励する。 

○ 学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項 等 

・ 研究実施体制の整備を目指して、学内外の関連する研究組織との連携を強化し、さらに統廃合につい

ても検討を進める。 

 

４ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

（社会との連携） 

○ 地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

・ 実施担当者及び担当組織の企画意図・創意を生かすことができる全学的体制を整備する。 

・ 実施実務支援体制を整備する。 

・ 取り組みについての自己点検評価改善体制を整備する。 

・ 近隣自治体等とのネットワークを整備充実するなど地域連携体制（ネットワーク）を整備充実する。 

・ 小中学生向け・高校生向け教育サービスの提供、社会人向け専門技術教育（スキルアップ教育）サー

ビスの提供、一般市民向け教養教育サービスの提供、政策立案への寄与、環境保全・産業振興等に関わ

る技術課題解決への寄与、研究連携課題の調査と連携実施、防災協力等、多様な連携事業を中期計画期

間中に６０件以上実施する。 

○ 産官学連携の推進に関する具体的方策 

・ 学主導型の研究プロジェクトを推進する。 

・ 公募型競争的資金への積極的な応募を奨励する。 

・ 総合的学際的な共同研究や複数企業・国・自治体との研究連携等に積極的に取り組む。 

・ 「産官学連携・知的財産センター」の組織体制及び運営体制を充実する。 

・ 農工大ティー・エル・オー株式会社の協力を得て学内研究シーズの広報に努め、共同研究、技術移転、

大学発ベンチャー創出・育成等を推進する。 

・ 平成１８年度までに利益相反のアセスメント体制を整備充実する。 

○ 地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策 

・ 「学術・文化・産業ネットワーク多摩」を基盤とした多摩地区公私立大学等との連携活動へ積極的に

参加し、中期計画期間中、連携活動に６件以上協力する。 

・ 連携大学院制度等を活用した教育研究者の交流と協力を拡充する。 

（国際交流等） 

○ 留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 
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・ 「国際交流推進センター（仮称）」を設け、留学・派遣に関する情報提供や学生に対する語学教育等

及び学術交流の支援業務を強化する。 

・ 英語による Web コンテンツの充実、海外での留学フェアへの参加や姉妹校等との積極的交流を通して

海外への広報活動を強化する。 

・ 留学生に対する生活支援体制並びに財政支援体制を拡充する。 

・ 海外派遣を希望する学生の英語能力向上のため、短期語学研修プログラムの開講や自習できる環境の

整備を図る。 

・ 短期留学プログラム等の英語による教育プログラムを拡充し、日本人学生の英語能力の向上とともに、

学内における学生間の国際交流の拡大を図る。 

・ 日仏共同博士課程制度等の多国間教育協力を積極的に推進する。 

・ JICA 等国際関係機関の事業による留学生の受入れを積極的に推進する。 

○ 教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

・ 全学の国際交流を推進するために、関連する事務組織は国際交流推進センターのもとで一元化を図る。 

・ 国際的な学生交流を一層活発化させるために国際教育プログラムを編成する。 

・ 姉妹校の拡充整備により、主要地区特にアジア地域における教育研究活動の拠点形成を行う。 

・ 研究交流として外国人研究者の受入れ、国際会議等の主催、研究発表等を拡大する。 

・ JICA 等国際関係機関の事業による研究者の受入れ及び教員の派遣を拡大する。 

・ 留学生・研究者と地域社会との学術・文化における国際交流を一層強化する。 

・ 留学生及び研究者の受入れのための宿泊施設、さらに日本人学生や教職員との交流スペースを兼備し

た国際交流会館等の施設の拡充整備を行う。 

・ 国際共同研究を支援するために教育研究スペースを確保する。 

 

（２）大学附属博物館（仮称）設立に向けた具体的措置 

○ 東京農工大学工学部附属「繊維博物館」の拡充計画と農学部が進めている畜力農機具コレクション展示

活動及び「近代農学フィールド博物館（仮称）」構想を統合し、学外機関との連携も視野に入れつつ、大

学附属博物館を設置する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

○ 全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策 

・ 役員会の下で経営戦略の素案を審議する体制をとる。 

○ 運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策 

・ 役員を支援する事務組織について、平成１６年度末までに見直しを行うとともに、以降も必要に応じ

て定期的に見直しを行う。 

○ 部局長を中心とした機動的・戦略的な部局運営に関する具体的方策 

・ 部局長の補佐体制を強化するため、副部局長を置く。 

・ 部局長の下に部局運営委員会を設置し、教授会の審議事項を精選する。 

○ 教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策 

・ 事務職員が独自の専門性を持ちながら大学運営に参画できる体制を整備する。 

○ 全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策 
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・ 中期計画に基づいた経営戦略に従った資源配分を平成１７年度から実施する。 

○ 内部監査機能の充実に関する具体的方策 

・ 内部監査体制を整えるとともに、監査能力向上のため研修制度を充実する。 

○ 大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策 

・ 他大学との協力・連携を強化する。 

・ 他の国立大学法人との統合については引続き検討を行う。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

○ 教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策 

・ 全学計画評価委員会が実施する自己点検評価とそれを基礎とする第三者評価の結果を踏まえ、全学的

視点に立って教育研究組織の見直しを推進する。 

○ 教育研究組織の見直しの方向性 

・ 自己点検・評価と第三者評価を踏まえ、本学の基本理念に沿って見直しを行う。 

 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

○ 柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策 

・ 教員の採用に当たっての選考基準の明確化と教員採用過程の透明化を一層進める。 

・ 学外の専門家の意見をも参考とし、より総合的な判断を可能とする人事の仕組みを設ける。 

・ 弾力的かつ多様な雇用形態を可能とするため、兼職・兼業に関する規制を緩和するとともに、ワーク

シェアリング、サバティカル制度の導入や、定年制度の変更について結論を得る。 

○ 任期制・公募制の導入等教員の流動性向上に関する具体的方策 

・ 公募制を一層積極的に活用し、その要件や選考の方法を工夫する。 

・ 任期制については、適用範囲、処遇等を検討しながら拡充する。 

・ 優れた若手研究者等の採用拡大のため、外部資金等による任期付採用制度を導入する。 

 ・ 特に優れた研究者の採用については、任期制も含めて処遇等を検討する。 

○ 外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策 

・ 国籍、性別、障害の有無、出身大学等にとらわれない採用を実現する。 

○ 中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策 

・ 人員（人件費）の管理に関しては、学内において中長期的な人事計画を策定するとともに全学的な見

地に立った教職員の配置等（人件費管理を含む）について調整を行う仕組みを設ける。 

・ 総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成２１年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。 

○ 事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策 

・ 事務職員等の採用は、他大学と協力して採用試験を実施する。専門性の高い職種については、職務経

験や資格を有する人材を柔軟に確保できる制度を構築する。 

・海外研修制度や在職出向等の実践的な研修制度を整備するとともに、他機関との人事交流を拡充する。 

○ 人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 

・ 給与に本人の業績が適切に反映されるよう、業績評価の具体的項目及び評価尺度を設定し、それらを

総合的に勘案した評価法を構築する。 
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４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

○ 事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策 

・ 縦割りになりがちな事務組織を効率的な組織とするため、平成１６年度末までに見直しを行うととも

に、以降も業務の必要性に応じて見直す。 

○ 複数大学による共同業務処理に関する具体的方策 

・ 業務の質の維持・向上と効率化に寄与するため、近隣の大学と共同で業務処理の導入を検討する。 

○ 業務のアウトソーシング等に関する具体的方策 

・ 業務の質の維持・向上と効率化が図れる業務についてはアウトソーシングを導入する。 

○ 情報化推進の体制を充実し、業務の情報化による簡素化・効率化を推進する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

○ 固定収入の確保 

・ 学生納付金の徴収方法を平成１７年度までに自動引落等の効率化を図る。 

・ 教育研究附属施設の収入については、本来の教育研究に支障を生じない範囲で、収入を確保する。 

・ 家畜病院収入については、診療体制の充実を図り、中期目標期間中に平成１２年度からの過去３年間

の平均収入額より５０％増加する。 

○ 外部研究資金の増加 

・ 競争的資金の申請増加のための支援組織の確保、共同研究等の受入窓口の整備や産学連携コーディネ

ーター活用等の全学的な支援システムを整備する。 

・ 科学研究費補助金について、１人最低１件以上申請することを目標とする。 

・ 受託研究、共同研究を行う教員数を中期目標期間中に、平成１２年度からの過去３年間の平均値より

１０％増加する。 

○ 収入を伴う新たな事業の展開 

・ 収入を伴う新たな事業を開拓するため、大学全体で推進する組織を構築する。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

・ 業務の IT 化等により業務全般に要する経費を毎年合理化する。 

・ 経費ごとに具体的な節減目標値を設定するとともに、省エネ型設備へ計画的に切り替えるなど水光熱

費等を毎年１％節約する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

○ 教育研究施設の点検・評価に関する調査を平成１７年度から毎年実施し、施設の適切な使用面積配分と

弾力的な運用を行うため共用スペースを確保する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

○ 自己点検・評価の改善に関する具体的方策 

・ 目標・計画の立案と点検評価を一元的に実施する体制を拡充するとともに、データの収集や分析等に

携わるスタッフを配置する。 
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○ 評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策 

・ 中期計画期間の中間に自己点検評価を実施し、その評価結果に基づき大学運営を改善する。 

 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

○ 大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策 

・ 平成１６年度から本学の諸活動に関するデータベースを計画的に整備し、平成１９年度までにインター

ネットによる最新情報提供体制を確立する。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置 

○ 施設等の有効活用と整備に関する具体的方策 

 ・ 施設等の有効活用に資するために実施する点検・評価実施調査で得られたデータベースをWeb上で運用

（有効活用・維持保全対応）するシステムを平成１８年度までに構築し、使用スペースの円滑な運用を

進める。 

・ 施設整備の進捗に合わせながら実験研究スペースの２０％を目標として共用スペースを確保する。こ

れらからプロジェクト研究活動等を支援するためのレンタルラボスペースを貸し出すことにより研究需

要に機動的に対応する。 

・ 自助努力に基づいた新たな整備手法による施設整備を図ることとし、長期借入金等により整備が可能

な施設については、積極的に検討し、可能なものから速やかに実施する。 

○ 施設等の維持管理に関する具体的方策 

・ 棟毎の施設設備データをWeb上で一元管理できる体制を平成１８年度までに整備する。 

・ 施設等の定期的な巡回点検を実施する。 

・ プリメンテナンスを効率的・継続的に行うため、競争的資金のオーバーヘッドやレンタルラボの各種

チャージの一部を維持・保全のための経費に組み入れる。 

・ 実験設備等(附帯設備共)について、特に安全確保や省エネの観点からの更新計画を策定する。 

○ キャンパス・アメニティの向上に関する具体的方策 

・ キャンパス・アメニティ充実のための優先・重点ゾーンについて計画を策定し、随時改善していくこ

ととする。 

・ バリアフリー及び調和のとれたデザイン(インテリア・エクステリア共)の整備計画を策定する。 

・ エコキャンパス創造に向け、建築物の総合的な再点検・整備を行う。 

・ キャンパスへの車輌等の入構についてはその適正な在り方について、調査検討を実施し、駐車場・駐

輪場を整備する。 

・ 実験研究施設内での安全を確保するとともにセキュリティ対策を進める。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

○ 教育研究環境の安全・衛生管理の確保に関する具体的方策 

・ 事業所ごとに安全衛生管理体制を確実に機能させるための「安全管理センター（仮称）」を設置する。 

・ 安全管理マニュアルを平成１７年度までに改訂するとともに、学生・教職員に対しての安全管理教育

を計画的に実施する。また、Web上で公開することでマニュアルの周知徹底を図る。 

・ 化学薬品・実験廃液・廃棄物の管理・取扱いについては法律に準拠した管理システムを活用して全学
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での一元管理体制を平成１７年度までに確立する。 

・ 放射線・RI等の取扱い、組換えDNA・バイオ研究の操作基準等については、安全対策を充実させる。 

○ 災害発生時の対策と危機管理に関する具体的方策 

・ 地域防災拠点としての役割を担うことのできる防災及び災害発生時対応マニュアルを整備し、その防

災体制の確立と設備の充実を図る。 

・ 地方自治体の各官署との防災ネットワークの構築を推進する。 

・ 危機管理に対するマニュアルを整備し、危機管理体制の確立と設備の充実を図る。 

 

３ 大学情報システムの整備充実と運用改善を実現するための措置 

○ 総合情報プラザの構築に関する措置 

総合情報プラザの実現により、本学の ｲ.教育・研究支援の向上、ﾛ.学生サービスの向上、ﾊ.業務効率の

向上、ﾆ.情報公開支援を推進する。具体的な事項を以下に示す。 

・ 総合情報プラザの構築のために、以下のデータベースを完成する。 

・ 平成１７年度までに教職員活動情報をデータベース化し、研究者総覧、研究者個人の研究業績等のWeb

による公表及び教職員活動情報の共有化により教育・研究支援を図るとともに、評価根拠情報の提供な

どにより業務効率を向上させる。 

・ 学務情報をデータベース化し、学生自身のインタラクティブな学業情報（成績、履修届け、就職情報

等）の取得、データの共有化によるきめ細かな就学指導及び業務の効率化を図る。 

・ 平成１７年度までに物品購入依頼情報の発生源入力を実現し、教育職員のインタラクティブな物品購

入依頼・予算照会等を通した教育・研究支援、及び経理処理の合理化による業務の効率化を図る。 

・ 平成１８年度までに財務会計情報システムによるデータの共有化等により、予算配分から執行までの

業務を効率化する。 

・ 上記の各種データベースの構築とともに、統一認証システム等の導入によりセキュリティ基盤を強化

し、個人情報も含む蓄積情報の保護を図る。 

・ 遠隔地授業・遠隔地会議に資する通信システムを拡充するとともに、モバイル環境の充実を図る。さ

らに、電子化情報コンテンツの充実と利用性向上を実現し、e-ラーニング・遠隔授業システムを支援す

る。 

・ 上記の情報メディアを一元管理する総合情報プラザの実現のために、平成１７年度までに図書館、総

合情報メディアセンター、情報化推進室の協力体制を強化する。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積り含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額  １７億円       

２ 想定される理由        

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れすることも

想定される。        

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
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重要な財産を譲渡する計画 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善等に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 

    小規模改修 総額 ２１６ 施設整備費補助金 

（２１６） 

（注１） 金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施

設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加される 

こともある。 

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、 

長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各 

事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

２ 人事に関する計画 

（人事に関する方針） 

・ 本学の教育研究の活性化を図るため、採用に関する諸条件を適切に勘案した公募制を原則として採用

する。 

・ 人事制度の在り方について検討を進め、多様な勤務形態の実現を図る。 

・ 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を

踏まえ、人件費削減の取組を行う。 

・ 事務職員等の専門性の向上について、長期的視野に立った研修を行うとともに、専門性の高い職種に

ついては、経験や資格を有する優秀な人材を確保する。 

・ 教員の学内外の研究教育活動等、多面的な活動を適正に評価するとともに、職員についても評価に基

づいた人事システムを策定し、その適正な評価に基づいた給与システムを構築する。 

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み  ４１,８９３百万円（退職手当は除く） 

 

３ 中期目標期間を超える債務負担     

（長期借入金）            

  家畜病院整備事業                                                              （単位：百万円） 

            年度 
 
 区分 

H16 H17 H18 H19 H20 H21
中期目標 
 
期間小計 

次期以降 
 
償 還 額 

総債務
 
償還額

 

 

家畜病院整備事業 
長期借入金償還金 

    
53 50 103 524 627 

・ 農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センターフィールドミュージアム秩父の土地の

一部（埼玉県秩父市大滝浜平丸クロ 6093 5,377 ㎡）を譲渡する。 

・ 農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センターフィールドミュージアム本町の土地の

一部（東京都府中市本町３丁目 10 番 1外 1,354.44 ㎡）を譲渡する。 
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（別紙） 

１．予   算 

 

平成１６年度～平成２１年度  予算 

（単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

運営費交付金 

  施設整備費補助金 

  船舶建造費補助金 

  施設整備資金貸付金償還時補助金 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

  自己収入 

      授業料及入学金検定料収入 

      財産処分収入 

      雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄付金収入等 

 長期借入金収入 

計 

 

37,990

216

0

5,021

0

20,422

0

1,073

14,151

0

78,873

支出 

  業務費 

      教育研究経費 

      診療経費 

      一般管理費 

  施設整備費 

  船舶建造費 

  産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 

  長期借入金償還金 

                         計 

59,485

46,244

0

13,241

216

0

14,151

5,021

78,873

 

［人件費の見積り］ 

     中期目標期間中総額 ４１，８９３百万円を支出する。（退職手当は除く） 

 

注）人件費の見積りについては、１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ計算している。 

注）退職手当については、国立大学法人東京農工大学退職手当規定に基づいて支給することとするが、運営

費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に準じ

て算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 
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○毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの対応する数式によ

り算定したもので決定する。 

 

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕 

①「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営経費の総額。   

Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。 

②「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院教育研究に必要な設置基準上の教職員  の人件費相当

額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ  （ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、設

置基準に基づく教員にかかる給与費相当額） 

    ③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準上の教職員の人件費相当額及び教育研

究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、設置基準に基づく

教員にかかる給与費相当額） 

    ④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費

。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。 

 〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕 

    ⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平成１５年度入学

料免除率で算出される免除相当額については除外） 

    ⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。（平成１６年度授業

料免除率で算出される免除相当額については除外） 

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕 

    ⑦「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件

費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。 

    ⑧「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件費相当額

及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。 

    ⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研

究診療経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 

    ⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額

。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 

    ⑪「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額。

Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 

   ⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する経費。 

   ⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。 

 〔特定運営費交付金対象収入〕 

   ⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容定員超過分）、雑収

入。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画中は同額。 

運営費交付金 ＝ Ａ （ ｙ ） ＋ Ｃ （ ｙ ） 

 

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金に 

ついては、以下の数式により決定する。 

Ａ（ｙ）＝Ｄ（ｙ）＋Ｅ（ｙ）＋Ｆ（ｙ）＋Ｇ（ｙ）－Ｈ（ｙ） 
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（１）Ｄ（ｙ）＝｛Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｄ（ｘ）｝×α（係数）＋Ｄ（ｘ） 

（２）Ｅ（ｙ）＝Ｅ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数） 

（３）Ｆ（ｙ）＝Ｆ（ｙ－１）×α（係数）＋－ε（施設面積調整額） 

（４）Ｇ（ｙ）＝Ｇ（ｙ） 

（５）Ｈ（ｙ）＝Ｈ（ｙ） 

                                                                             

Ｄ（ｙ）：学部・大学院教育研究経費（②、⑦）、附属学校教育研究経費（③、⑧）を対象。  

Ｅ（ｙ）：教育研究診療経費（⑨）、附置研究所経費（⑩）、附属施設等経費（⑪）を対象。 

Ｆ（ｙ）：教育等施設基盤経費（④）を対象。 

Ｇ（ｙ）：特別教育研究経費（⑫）を対象。 

Ｈ（ｙ）：入学料収入（⑤）、授業料収入（⑥）、その他収入（⑭）を対象。 

 

２． 毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については、

以下の数式により決定する。 

  Ｃ（ｙ）＝Ｌ（ｙ）＋Ｍ（ｙ） 

（１） Ｌ（ｙ）＝Ｌ（ｙ－１）×α（係数） 

（２） Ｍ（ｙ）＝Ｍ（ｙ） 

                                          

                                       

Ｌ（ｙ）：一般管理費（①）を対象。 

Ｍ（ｙ）：特殊要因経費（⑬）を対象。 

                                           

【諸係数】 

α（アルファ）：効率化係数。△１％とする。 

β（ベータ） ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案

して必要に応じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、一般管

理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。 

γ（ガンマ）：  教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

ε（イプシロン）： 施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額を決定。各事業

年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

 

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年度の運営 

費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。 

なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、１7年度以降は１６年

度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額につ

いては、各事業年度の予算編成過程において決定される。 
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注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入金収入は

、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

 

注）産学連携等研究収入については、年２％の受入額の増額を見込み、自己収入及び寄附金収入等について

は、１６年度と同額を見込むことにより試算した収入予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 

 

注）業務費については、効率化係数に基づき見込み、施設整備費については、１６年度と同額を見込むこと

により試算した支出予定額を計上している。 

 

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。 

 

注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は１とし、

また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算している。 
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別紙  

2．収支計画 

平成16年度～平成21年度 収支計画 

                      （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

  経常費用 

    業務費 

       教育研究経費 

       診療経費 

       受託研究費等 

       役員人件費 

       教員人件費 

       職員人件費 

 

    一般管理費 

    財務費用 

    雑損 

    減価償却費 

  臨時損失 

 

75,115

68,839

11,983

0

11,901

663

31,654

12,638

3,736

0

0

2,540

0

収入の部 

  経常収益 

    運営費交付金 

    授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返運営費交付金戻入 

資産見返寄付金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

臨時利益 

 

純利益 

純利益 

 

75,115 

37,318 

16,451 

2,858 

818 

0 

11,901 

2,155 

0 

1,073 

570 

55 

1,916 

0 

 

0 

0 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 
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別紙 

3．資金計画 

平成16年度～平成21年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料及入学金検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前期中期目標期間よりの繰越金 

79，982

72，575

1，276

5，021

1，110

79，982

37，990

20，422

0

11，901

2，249

1，073

5，237

0

1，110

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業に係る 

交付金を含む。 

  注）前期中期目標期間よりの繰越金には、奨学寄附金に係る国からの承継見込額（1,110百万円）が含まれ 

    ている。 
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別表（収容定員） 

 

農学部 1315 人 

   （うち獣医師養成に係る分野 210 人） 

工学部 2321 人 

工学教育部 596 人 

      うち博士前期課程 472 人 

        博士後期課程 124 人 

農学教育部 277 人（うち修士課程 277 人） 

生物システム応用科学教育部 170 人 

      うち博士前期課程 104 人 

        博士後期課程  66 人 

平 

成 

16 

年 

度 

連合農学研究科 60 人 

農学部 1300 人 

   （うち獣医師養成に係る分野 210 人） 

工学部 2282 人 

工学教育部 634 人 

      うち博士前期課程 482 人 

        博士後期課程 152 人 

農学教育部 296 人（うち修士課程 296 人） 

生物システム応用科学教育部 170 人 

      うち博士前期課程 104 人 

        博士後期課程  66 人 

連合農学研究科 81 人 

平 

成 

17 

年 

度 

技術経営研究科（専門職学位課程） 40 人  

農学部 1285 人 

   （うち獣医師養成に係る分野 210 人） 

工学部 2253 人 

工学府 662 人 

      うち博士前期課程 482 人 

        博士後期課程 180 人 

農学府 296 人（うち修士課程 296 人） 

生物システム応用科学府 170 人 

      うち博士前期課程 104 人 

        博士後期課程  66 人 

連合農学研究科 102 人 

平 

成 

18 

年 

度 

技術経営研究科（専門職学位課程） 80 人  

 

平 農学部 1270 人 



20 

   （うち獣医師養成に係る分野 210 人） 

工学部 2224 人 

工学府 662 人 

      うち博士前期課程 482 人 

        博士後期課程 180 人 

農学府 296 人（うち修士課程 296 人） 

生物システム応用科学府 170 人 

      うち博士前期課程 104 人 

        博士後期課程  66 人 

連合農学研究科 120 人 

成 

19 

年 

度 

技術経営研究科（専門職学位課程） 80 人 

農学部 1270 人 

   （うち獣医師養成に係る分野 210 人） 

工学部 2224 人 

工学府 662 人 

      うち博士前期課程 482 人 

        博士後期課程 180 人 

農学府 296 人（うち修士課程 296 人） 

生物システム応用科学府 170 人 

      うち博士前期課程 104 人 

        博士後期課程  66 人 

連合農学研究科 120 人 

平 

成 

20 

年 

度 

技術経営研究科（専門職学位課程） 80 人 

農学部 1270 人 

   （うち獣医師養成に係る分野 210 人） 

工学部 2224 人 

工学府 662 人 

      うち博士前期課程 482 人 

        博士後期課程 180 人 

農学府 296 人（うち修士課程 296 人） 

生物システム応用科学府 170 人 

      うち博士前期課程 104 人 

        博士後期課程  66 人 

連合農学研究科 120 人 

平 

成 

21 

年 

度 

技術経営研究科（専門職学位課程） 80 人 

 


